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均衡の原則の意義・理由
（逐条地方公務員法第5次改訂版382頁）

【意義】
・一般の企業における賃金の決定には、かなり明確な尺度がある。それは労働と利益の相関関係であり、
賃金全体の枠については費用に占める賃金の割合が適正であるかどうかということが一つの物差しとな
るし、個別の賃金については、労働によって得られた附加価値あるいは利益が上限となる。
・（略）これに対し、公務の場合は、このような明確な内在的尺度は存在しない。公務の目的である公
共の福祉は、金銭によって表示し得ないものであり、利益以外の基準によって決定せざるを得ない。そ
こで、現行公務員法の下でとられている方式が均衡の原則であり、民間企業の賃金や他の公務員との比
較によって給与を定める方法である。この方式は、二つの考え方を背景に持っている。

【理由】
・その一つは、公務員の採用も国全体の労働市場の中で行われており、民間や他の公務員に匹敵する給
与を支給しないと労働力の確保が困難になるということである。
・その二は、公務員の給与について、国民、住民の納得を得なければならないということである。公務
員の給与は、国民または住民の負担によって賄われており、もし公務員の給与が著しく世間一般の水準
を超えるようなことがあれば、国民や住民の納得を得ることが困難となり、当該地方公共団体に対する
信頼を損ねることになりかねないのである。
・前者の人材確保という観点から給与水準が高いことが望ましく、後者の国民、住民の負担という観点
からは給与水準が低いことが望ましい。この相反する要請を調和させるものが均衡の原則といってよい
であろう。
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手当の限定列挙の意義・理由
（逐条地方公務員法第5次改訂版383頁）

【条例主義の意義】
・民間企業における賃金は、私的自治の原則と労使対等の原則に基づいて、使用者と被用者の合意に基づいて、自由
に決定するものであるが、これと条例主義とは著しい対照を示している。職員の給与について条例主義の原則が定め
られている趣旨は、次の２点にあると考えられる。
【理由】
・その一は、職員の給与については住民自治の原則に基づいて住民の同意が必要であり、議会が団体意思として制定
する条例によってこの同意が与えられているということである。
・その二は、職員に対して、給与を保障することである。（略）公務員はその地位の特殊性に基づいて労働基本権が
制限されているため、勤務条件を保障する必要であるが、この代替措置の基本となるものが法令による勤務条件の保
障であり、（略）私人間の契約と異なり、公的な権威によって、勤務条件が保障されることになる。

参考：条例主義の意義・理由

【意義・理由】
・地方自治法第204条第2項は、昭和31年の改正により、第204条の２の新設と関連して新設されたもの
である。（略）第204条の２※の規定により普通地方公共団体の職員に対する給与その他の給与につい
ては、法律または法律に基づく条例に基づくことを要することとされたので、常勤職員について支給
されるべき諸手当の種類を法文上明記する必要が生じたためである。
※条例主義に基づく規定の一つと言われている。
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地方公務員の労働時間の特例
(総務省 ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会〔第5回〕より抜粋)
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現行法の課題等

①本県が有している課題感
地方公務員の給料は、（均衡の原則などにより）様々な業種を一括りに給料を

設定しているので、それぞれの業種の市場性に応じた処遇もできず、高度人材の
確保が困難となっている。
⇒均衡の原則の例外として、高度人材に係る独自の給料表の創設等ができないか。

②①と併せて検討が必要と考えられる課題
（民間と同様な形で）柔軟な勤務形態が認められないことにより、ライフスタイ
ルに合わせた働き方の実現が難しく、高度な人材の確保ができない場合があるの
ではないか。
⇒「公務には馴染にくい」という一律の制限ではなく、個別の業務内容を検討し、
変形労働時間制の適用拡大をできないか。


